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景品表示法を知る・学ぶ

2014年４月～ 2016年３月任期付職員として消費者庁にて勤務。主に景品表示法
の課徴金制度に関与。主な著書：『エッセンス景品表示法』（商事法務、2018年）。
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自己の供給する商品・役務を一般消費者に訴
求する方法として、断定的表現や目立つ表現（例
えば「業界No.1!」「最大〇時間効果が持続!!」「月
額〇円のみ!」）を使って、内容や取引条件を強
調した表示を行うことがあり、一般的に「強調表
示」と呼ばれます。これに対し、一般消費者が強
調表示から通常は予期できない事項であり、商
品・役務を選択する際の重要な考慮要素に関す
る表示は、「打消し表示」と呼ばれます。例えば、
「結果には個人差があります」「一部例外があり
ます」といったもので、一般消費者向けの表示
の多くにはこの打消し表示が用いられています。
消費生活相談の現場でも、通信販売での健康

食品等の「定期購入」に関する相談件数が年々増
加しており＊1、相談事例の特徴として、「定期
購入が条件であること等の契約内容が認識しづ
らい」ことや「解約条件が認識しづらい」ことが
指摘されています。これは、打消し表示が行わ
れていないか、行われていても十分でない場合
に生じ得るものです。
本稿では、消費者庁の「打消し表示に関する

実態調査報告書」を概観しながら打消し表示に
関する考え方を整理し、直近で打消し表示が問
題となった措置命令事案を見ていきます。

第１  はじめに

１	 概要
消費者庁は、2017年7月に「打消し表示に関

する実態調査報告書」＊2（以下、打消し表示報
告書）を公表しました。
その際、消費者庁は、打消し表示を含む表示

物を収集して整理・分析を行い、その分析結果
を参考に、打消し表示を含む表示例（動画広告、
Web広告、新聞広告）計6点を制作し、Webア
ンケートで、成人男女で日本の人口構成に合わ
せた全国の消費者を対象とした意識調査を行い
ました（有効回答者数：1,000人）＊3。当該調査
では、一般消費者が打消し表示を「認識できる
か」「理解できるか」が実証的に検討されており、
実際の消費者の声に基づく貴重な資料といえま
す。打消し表示報告書公表後、当該考え方に沿っ
た措置命令が登場し、打消し表示の適否につい
て判断が示されるなど、打消し表示を考える際
に極めて重要な指針となっています。
前号で取り上げたとおり、特定の表示が、表

示の受け手である一般消費者に「著しく優良」ま
たは「著しく有利」と誤認されるかは、表示内容
全体から一般消費者が通常受ける印象・認識を
基礎として判断されます。そのため、事業者が

第２  �消費者庁の「打消し表示に
関する実態調査報告書」

＊1	 �国民生活センター「相談激増! 「おトクにお試しだけ」のつもりが「定期購入」に!?」（2019年12月19日公表）		
http://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20191219_1.pdf

＊2	 https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180921_0001.pdf
＊3	 �本文記載のWebアンケート調査に加え、30～ 50歳代の消費者6名2グループ（男女別に1グループずつ）を対象としたグループインタビュー調

査も行われた。

http://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20191219_1.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180921_0001.pdf
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打消し表示を行っても、一般消費者がそれを認
識し、かつ理解できない場合には、商品・役務
の内容・取引条件について、強調表示で示され
たとおりの印象・認識を有する（誤認する）可能
性があります。特に、強調表示と打消し表示が
矛盾する場合、一般消費者は何が示されている
かよく分からず、結局強調表示の記載内容のみ
認識する可能性があります。
したがって、打消し表示が適切か判断する際

には、（a）強調表示と矛盾しないか、（b）打消
し表示の表示方法につき、実際に表示を見る一
般消費者が当該打消し表示を認識できるか、
（c）打消し表示の表示内容について、一般消費
者が理解できるかという3点の検証が重要です。
なお、消費者庁は、打消し表示に関して、

2018年5月に「スマートフォンにおける打消し
表示に関する実態調査報告書」＊4を、同年6月
に「広告表示に接する消費者の視線に関する実
態調査報告書」＊5と「打消し表示に関する表示
方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報
告書のまとめ）」＊6を公表しています。
２	 考え方整理

（1）	�打消し表示の表示方法について（打消し表
示を認識できるか）

打消し表示報告書では、意識調査結果を踏ま
え、打消し表示の表示方法（一般消費者が打消
し表示を認識できるか）に関する留意要素が示
されています（46～ 51ページ）。全媒体共通・
動画広告・Web広告に分けて解説されており、
本稿でもそれに沿って留意要素を整理します。
これらの「要素」は、1つを満たせば適切な表示
となるものではなく、一般消費者が正しく認識
できるかを総合的に検討する必要があります。

ア　全媒体共通（46～ 48ページ）
①打消し表示の文字の大きさ
→一般消費者が手に取ってみるような表
示物＊7なのか等、表示媒体の特徴も
踏まえ、一般消費者が実際に目にする
状況において適切と考えられる文字の
大きさで表示する必要がある

②強調表示の文字と打消し表示の文字の大
きさのバランス
→①だけでなく、バランスが重要

③打消し表示の配置箇所
→強調表示とどの程度離れているかだけ
でなく、上記①や②も勘案される

④打消し表示と背景の区別
→背景の色と打消し表示の文字の色との
組合せや、打消し表示の背景の模様等
が勘案される

イ　動画広告（48～ 51ページ）
①打消し表示が含まれる画面の表示時間
→打消し表示が含まれる画面の表示時間
の長さだけでなく、画面内に含まれて
いる強調表示や打消し表示の文字数等
も勘案される（表示時間が短いほど、
また、文字数が多いほど、一般消費者
は、当該打消し表示を正確に認識する
ことが難しくなる）

②強調表示と打消し表示が同じ画面内か
③音声による表示の有無
→例えば、強調表示を文字および音声で
表示する場合に、打消し表示を文字の
みで行う場合には、一般注意者は、当
該打消し表示に注意が向かず、正確に

＊4	 https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180516_0002.pdf
＊5	 https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0002.pdf
＊6	 https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0004.pdf
＊7	 �公正取引委員会は、2008年に「見にくい表示に関する実態調査報告書―打消し表示の在り方を中心に―」を公表しており、「一般消費者が手に取っ

て見るような表示物の場合には、その表示スペースが小さい場合であっても、最低でも8ポイント以上の大きさで表示することが必要である」と
示されていた（17ページ）。もっとも、本文記載の①から④は、一般消費者が打消し表示を認識できるかに関する留意要素であり、いずれか1つ
を満たせば認識できるというものではない。そのため、打消し表示を8ポイント以上で示したとしても、本文記載の①・③・④の要素に照らし、
一般消費者は当該打消し表示を認識できないと判断される可能性はある。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180516_0002.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0002.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0004.pdf
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（3）	特に体験談を用いる打消し表示
体験談を用いる打消し表示について、おおむ

ね次のとおり指摘されています＊9。健康食品や
健康雑貨をはじめ多くの商品・サービスに影響
するものであり、この指摘は消費生活相談の場
において極めて重要です。

・打消し表示の実態調査結果から、商品を
摂取した者の体験談を見た一般消費者は
「『大体の人』が効果、性能を得られる」と
いう認識を抱くといえる。そのため、「個
人の感想です。効果には個人差がありま
す」「個人の感想です。効果を保証するも
のではありません」といった打消し表示
に気づいたとしても、体験談から受ける
「『大体の人』が効果、性能を得られる」と
いう認識が変容することはほとんどない

・広告物で商品の効果、性能等を標ぼうして
いるにもかかわらず、「効果、効能を表す
ものではありません」等と記載する表示
は、商品の効果、性能等を標ぼうしている
ことと矛盾しており、意味をなしていない

・実際には、商品を使用しても効果、性能
等を全

まった

く得られない者が相当数存在する
にもかかわらず、商品の効果、性能等が
あったという体験談を表示した場合、打
消し表示が明瞭に記載されていたとして
も、一般消費者は大体の人が何らかの効
果、性能等を得られるという認識を抱く
と考えられる

・体験談により一般消費者の誤認を招かな
いようにするためには、当該商品・役務
の効果、性能等に適切に対応したものを
用いることが必要である。実際には、商
品の使用に当たり併用が必要な事項（例：
食事療法、運動療法）がある場合や、特定
の条件（例：BMIの数値が25以上）の者
しか効果が得られない場合、一般消費者

認識することが難しい
④複数の場面で内容の異なる複数の強調表
示と打消し表示が登場するか
→当該複数のものが登場する場合には、動
画中の情報量が多く、一般消費者とし
ては、1回見ただけで全

すべ

ての打消し表
示を正確に認識することは難しい

ウ　Web広告（51ページ）
強調表示と打消し表示が1スクロール＊8

以上離れているか
→1スクロール以上離れて表示されている
場合、一般消費者が打消し表示に気づか
ないときや、当該打消し表示がどの強調
表示に対応するかを認識できないとき
には、打消し表示を正しく認識できない

→一般消費者が打消し表示に気づくか否
かは、（i）強調表示の前後の文脈や強調
表示の近くにある記号等から一般消費
者が打消し表示の存在を連想できるか
（強調表示を見た一般消費者を打消し
表示の場所まで誘導しているかを含
む）、（ii）どの程度スクロールする必要
があるのかといった点が勘案される

（2）	打消し表示の表示内容について
打消し表示報告書では、打消し表示の類型に

応じ、表示内容に関する留意事項が示されてい
ます（90 ～ 92ページ）。内容は若干異なりま
すが、いずれも、一般消費者が打消し表示を見
たり読んだりして当該打消し表示の内容を認識
しても、当該内容を理解できない場合には、商
品・役務の内容・取引条件について、強調表示
で示されたとおりの印象・認識を有する可能性
がある点で共通します。その場合、一般消費者
が強調表示から受けた印象を打消し表示で打ち
消すことができないため、不当表示に該当する
可能性があります。

＊8	 �その時点で表示されている画面の行数分だけ「1画面分下」に移動させることをいう（打消し表示報告書32ページ脚注18）。
＊9	 �「打消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」23〜 24ページ
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の誤認を招かないようにするためには、
その旨が明瞭に表示される必要がある

・商品の効果、性能等に関して事業者が
行った調査における（i）被験者の数およ
びその属性、（ii）そのうち体験談と同じ
ような効果、性能等が得られた者が占め
る割合、（iii）体験談と同じような効果、
性能等が得られなかった者が占める割合
等を明瞭に表示すべきである

消費者庁は、EMS機器の販売事業者4社に
対して措置命令＊10を行いました。例えば、株
式会社ディノス・セシール（以下、ディノス）は、
自社の販売するEMS機器商品について、自社

第３  �措置命令事案
（2020年3月31日付措置命令／
EMS機器の販売事業者4社）

ウェブサイトで配信した動画上で、次のように
示していました（図）。
当該表示につき、消費者庁は、あたかも、当

該商品を腹部に使用すれば、当該商品の「振動
によって腹部の肉が柔らかくなり」、かつ、「電気
刺激によって腹部の筋肉が刺激されることによ
り」、「4週間で腹部の痩

そう

身効果が得られるかのよ
うに示す表示」であると認定しました。景表法
7条2項に基づき当該表示の裏付けとなる合理
的な根拠を示す資料の提出を求め、ディノスは
提出したものの、合理的な根拠を示すものとは
認められず、優良誤認表示と見なされています。
当該表示（図）には、「※個人差があり結果を

保証するものではありません」との打消し表示
がありましたが、消費者庁は、一般消費者が対
象表示から受ける当該商品の効果に関する認識
を打ち消すものではないと判断しました。
現在では実際の動画を確認できないため、正

確な分析は行えませんが、打消し表示が示され
る時間が短かった、白色背景に白色文字で見に
くい、等の点から一般消費者が認識し得ないと
判断された可能性はあるでしょう。また、対象商
品の使用により「4週間で腹部の痩身効果が得ら
れる」と示す表示は大部分について効果がある
ことを示すものであり、「※個人差があり結果
を保証するものではありません」との記載は前
記強調表示の内容と矛盾するまたは強調表示の
内容と大幅に異なるので一般消費者として理解
できない、との判断がされた可能性があります。
少なくとも、「個人の感想です」「個人差があ

り結果を保証するものではありません」等の記
載が、強調表示を見た一般消費者の認識を打ち
消すことは期待し難いでしょう＊11。

＊10	 �https://www.caa.go.jp/notice/assets/representation_200331_01.pdf
＊11	 �措置命令を受けたディノス以外の企業のうち、株式会社オークローンマーケティングは「※スレンダートーンと適切な栄養管理も行った結果です」と	

「※効果には個人差があります」と示し、株式会社プライムダイレクトは「※効果には個人差があります。適度な運動と食事制限を行った結果です。」、ヤー
マン株式会社は「※効果には個人差があります」と「※運動と食事制限を組み合わせた結果です」を併せて示していた。前述のように、消費者庁が、「商品
の使用に当たり併用が必要な事項（例：食事療法、運動療法）がある場合」に「一般消費者の誤認を招かないようにするためには、その旨が明瞭に表示さ
れる必要がある」と整理した点を意識したものと思われる。しかし、消費者庁は、当該打消し表示につき、一般消費者が対象表示から受ける当該商品の
効果に関する認識を打ち消すものではないと判断した。判断理由は明記されていないが、表示方法の関係で一般消費者が認識し得ないという点が考慮
された可能性はある。また、強調表示では対象商品の使用により痩身効果が得られたかのように示されていること等を考慮し、一般消費者としては強調
表示と打消し表示の関係を理解し得ないと判断された可能性もあろう。消費生活相談の現場では、痩身効果を標ぼうしつつ打消し表示として「運動と食
事制限を組み合わせた結果」を示す表示について打消し表示として機能しないと示した実例（措置命令）があるという点は念頭に置く必要があろう。

図 措置命令対象の動画（一部）

https://www.caa.go.jp/notice/assets/representation_200331_01.pdf

